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就業者の産業別構成比の推移（東京圏と東京圏以外との比較）

1出典：総務省「国勢調査報告」、
国税庁「民間給与実態統計調査H28」から作成

産業別構成比の推移（東京圏） 産業別構成比の推移（東京圏以外）
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○ 東京圏、東京圏以外ともに、サービス産業化が進行。また、東京圏では、東京圏以外と比較して、製造業の
割合が低く、情報通信業、サービス業、不動産業等、金融業・保険業などの割合が高い。

○ 東京は、東京以外の地域と比較して、いずれの業種でも平均給与が高い。
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産業別構成比の比較（2015年）

業種別平均給与の比較

（注）1980年～1990年、2000年、2010年を比較する場合には、産業分類が異なる点に留意。また、2010年、2015年において、便宜上、「サービス業」と分類している産業は、「学術研究、専門・技術
サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」を合算したものである。1990年以前
は、医療・福祉はサービス業に含まれている。



投資額の地域別シェアの推移

設備投資の推移と地域の産業構造の変化

○ 製造業の設備投資は、非製造業に比べて低迷している。非製造業では大都市圏に投資が集中している。
○ 市町村ごとの従業者数をみると、小売業やサービス業、特に医療・福祉が最多となる市町村が著しく増加。

製造業からサービス業へと産業構造が変化している。

出典：経済産業省製造産業局「製造業を巡る現状と政策課題」（平成29年3月）、
経済産業省「地域未来投資促進法について」（平成29年6月）、

経済産業省「中小企業白書2017年版」
2

国内設備投資の推移

1986年 2014年

従業者数が最多となる業種（市町村別）
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○ 労働集約型サービス業（卸・小売、運輸、医療・福祉など）は労働生産性が低いため、そうした業種に経済がシ
フトしていけば、労働生産性は低下。

○ 地方圏のサービス産業の労働生産性は低い。サービス業の生産性を向上させなければ、地域の生産性は伸
びない。

産業別の労働生産性

出典：地域しごと創生会議（第１回）
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○ 国の地域経済産業施策は、国が指定し、国が適正と考える産業の企業立地促進施策から、地域の実情を踏
まえた、地域の自立的発展を促進する施策へと変化。地域経済を牽引する地域中核企業を支援。

○ 独自の販路を持ち地域経済を牽引できる実力のある地域成長企業が数千社存在。隠れた実力を持ち成長企
業となるポテンシャルを持つ企業が数万の単位で存在。これらをどう引き上げるかが課題となっている。

出典経済産業省 産業構造審議会地域経
済産業分科会（第12回）‐配布資料

地域しごと創生会議（第１回）

地域産業政策の変遷
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各産業分野



○ 日本の得意な製造業で多くの企業が、数年のうちに撤退・倒産・売却を余儀なくされた。
○ 自動車産業には、シェアリング・コネクティッド・EV・自動運転の４つの波が同時に起こっている。
○ 電気自動車を構成する部品は、ガソリン車（2～3万点）よりも大幅に少なく、特にエンジン部品などの部品メー

カーに大きな影響を与える可能性が高い。

製造業を取り巻く環境の変化

出典：経済産業省 シリコンバレーD-labプロジェクト レポート（2017年3月）＜一部加工＞、資源エネルギー庁HP（抜粋）、
経済産業省「素形材産業ビジョン追補版」（2010年6月）

日本の製造業と近年の変化
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自動車産業を取り巻く変化

国 発表年月 発表者 目標・発言

英 2017年7月
運輸省、環境・食
料・農村地域省

2040年までにガソリン・ディーゼル
車の販売を禁止

仏 2017年7月
ユロ・エコロジー
大臣

2040年までに温室効果ガスを排出
する自動車の販売を終了

中 2016年9月 工信部

2019年から新エネルギー車（NEV）

規制を導入すると発表、全販売量
のうち一定比率の新エネルギー車
の販売を求める予定

印 2017年
NITI Aayog
（研究機関）

2030年までにすべての販売車両を
EV化する

各国政府のEVに関する動向



○ 我が国製造業の海外現地生産比率は拡大傾向。
○ 製造業現地法人の現地・域内での販売比率（2015年度）は、北米94％、欧州84％、アジア79％となっている。
○ 現地法人から日本側出資者向け支払いは増加傾向。
○ 生産拠点の中国から日本への移管（国内回帰）が増加。2016年度には、中国からの国内回帰が逆転。

海外現地生産の拡大

出典：経済産業省 海外事業活動基本調査（2017年4月） 7

海外現地生産比率の推移（製造業） 製造業現地法人の販売先（売上高）

現地法人の日本側出資者向け支払い推移（全産業） 日本・中国間の拠点の移管パターン（国内生産に戻した製造業企業の割合と移管元）



○ 「地域団体商標」、「地理的表示保護制度」など地域性と商品を結びつけて、他地域の商品との差別化を図る
ことで、「地域ブランド」の構築・強化が行われる。

○ 地域団体商標は累積数が増加しており、地域ブランドの構築に貢献。ブランドを確立した商品は出荷額を押
し上げる。

地域資源を活用した産業

出典：内閣府「地域の経済2017」、JETRO「福井県の貿易」
8

生産者側・消費者側から見た「地域ブランド」の概念整理

地域団体商標登録査定件数累積数の推移

商品におけるブランドの価値

夕張メロンとメロン 関あじとあじ

福井県の貿易（眼鏡類の輸出額）の推移



我が国の農業従事者と農業所得

○ 農業者の56％は65歳以上であり、水田作では年間約440万円の収入のうち約220万円が年金収入等である。
○ 稲作は農業経営体数は50％であるが、農産物販売金額では18％に止まっている。
○ 主副業農家の割合では、主業農家は22％であり、副業的農家が59％となっている。

営農類型別年間所得と内訳（2016年）農業経営者数の年齢構成（2015年） 主副業農家の割合（2015年）

農産物販売金額の内訳（2016年）農業経営組織別農業経営体数の割合(2015年）

※出典：2015年農林業センサス報告書
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農業経営の状況

○ 販売農家数は減少した（196万戸→133万戸（2005→2015年））が、農産物販売金額５千万円以上の販売農家は増加。
○ 集落等を単位とする集落営農の数は横ばいであるが、法人組織数は増加。
○ 法人経営体における常雇い人数は10年間で倍増。そのうち約５割が44歳以下。

※出典：農林水産省「食料・農業・農村白書」2016年度版

農産物販売金額規模別の販売農家数と増減率

集落営農数と法人の割合

法人経営体の常雇い人数と年齢構成
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農業経営体の内訳（農林業センサス）



○ 2016年の日本から世界への農林水産物輸出額は、前年比0.7％増の7,502億円と4年連続で過去最高を
更新。アジア向けが全体の約4分の3。

○ 輸出額１兆円の目標年次について、「未来への投資を実現する経済対策」（平成28年8月閣議決定）において、
それまでの2020年から2019年に1年前倒し。

日本の農林水産物輸出
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農林水産物輸出額の主要国・地域内訳（2016年）

農林水産物の輸出額上位20品目（金額ベース）

※出典：「ジェトロ世界貿易投資報告」2017年版



○ 漁業生産量は1984年をピークに減少傾向。漁業就業者の高齢化傾向が見られるほか、漁船も高齢化。
○ 販売金額300万円未満の経営体が7割近くを占めている。35～54歳では販売金額300万円以上は5割。
○ 水産物輸出額は堅調に増加し、2015年には中間目標（2016年2,600億円）を１年前倒しで達成。

水産業
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沿岸漁船漁業を営む個人経営体の
販売金額

漁業就業者数の推移

沿岸漁船漁業を営む個人経営体の
基幹的漁業従事者の年齢と販売金額

漁業部門別生産量等の推移 漁船の船齢



○ 国産材の供給量は、平成14年を底に増加傾向。木材自給率も、平成14年の18.8％を底に上昇傾向で推移し、
平成28年は34.8％。国産材の供給量を2025年までに4,000万㎥に増加させる目標。

○ 人工林の約半数が主伐期を迎えようとしている。
○ 意欲・能力のある林業経営者に森林経営を委託する新たな森林管理システムを構築し、集積・集約化を推進。

林業
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木材の供給量の推移

出典：林政審議会(平成29年10月16日)配付資料
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メキシコ (Mexico)

タイ (Thailand)
【2017年】日本 (Japan)
オーストリア (Austria)
マレーシア (Malaysia)

香港 (Hong Kong)
ギリシャ (Greece)

ロシア (Russia)
【2016年】日本 (Japan)

カナダ (Canada)
サウジアラビア (Saudi Arabia)

ポーランド (Poland)
韓国 (South Korea)

オランダ (Netherlands)
マカオ (Macau)

ハンガリー (Hungary)
アラブ首長国連邦 (U.A.E.)

インド (India)
クロアチア (Croatia)
ウクライナ (Ukraine)

シンガポール (Singapore)
ポルトガル (Portugal)

チェコ (Czech Republic)
台湾 (Taiwan)

スウェーデン(Sweden)
デンマーク (Denmark)

モロッコ (Morocco)
南アフリカ共和国 (South Africa)

ベトナム(Vietnam)
インドネシア (Indonesia)

アイルランド (Ireland)
スイス (Switzerland)

豪州(Australia)

○外国人旅行者受入数は、日本は世界で16位。アジアで６位。（2016年）

○訪日外国人旅行者数は2013年以降、伸び幅が拡大し、ビジット・ジャパン事業を開始した2003年の４倍以上と
なっている。

訪日外国人旅行者数の推移
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外国人旅行者受入数の国際比較（2016年）

注1： 本表の数値は2017年6月時点の暫定値である。
注2： 米国、トルコ、チェコ、デンマーク、インドネシア、アイルランドは、2016年の数値が不明であるため2015年の数値を、スウェーデンは2014年の数値を 採用した。
注3： アラブ首長国連邦は、連邦を構成するドバイ首長国のみの数値が判明しているため、その数値を採用した。
注4： 本表で採用した数値は、韓国、日本、台湾、ベトナムを除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者数である。
注5： 外国人訪問者数は、数値が後日新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の採用時期により、その都度順位が変わり得る。
注6： 外国人訪問者数は、各国・地域ごとに日本とは異なる統計基準により算出・公表されている場合があるため、これを比較する際には注意を要する。
出典: 【2017年】日本は「日本政府観光局（ＪＮＴＯ）」 、その他は「国連世界観光機構（UNWTO）」
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出典：日本政府観光局（JNTO）

ビジット・ジャパン事業
開始

（千人）



○ゴールデンルート等（東京都、大阪府、京都府等）に宿泊する外国人は６０％を占める。
○訪日外国人が利用する空港は、成田、羽田、関西で全体の７０％以上を占める。

観光（訪日外国人旅行者数の推移）
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成田

663万人
31%

羽田

300万人
14%

関西

593万人
28%

福岡
7%

中部
5%

新千歳
5%

那覇
6%

その他
4%

＜外国人の空港利用状況（2016年）＞
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熊本県

和歌山県

石川県

長崎県
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出典：観光庁「宿泊統計調査」

都府県 シェア（％）

東京都 26

大阪府 14

京都府 7

千葉県 5

愛知県 3

神奈川県 3

静岡県 2

計 60

平成２８年合計 6,939万人泊

出典：観光庁「訪日外国人旅行者消費動向調査」

出典：国土交通省 国土のグランドデザイン2050 参考資料を参考に作成

訪日外国人旅行者の都道府県別宿泊数
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ICTの活用



テクノロジーの今後の見通し（例）

17※ 出典：総務省 情報通信審議会情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会 事務局資料（2018年1月）



IoT新時代の未来づくり検討委員会におけるコンセプトワードの例

※ 出典：総務省 情報通信審議会情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会 事務局資料（2018年1月） 18



産業・地域とICTの深化した融合 （総務省「ICT成長力懇談会」報告書（2008年7月））

○ 産業と地域のネットワークが双方の成長力のエンジンとして機能。
○ 中心市と周辺市町村がICTとより効果的に融合することで「地域成長力」を高めることが可能。

※ 出典：総務省「ICT成長力懇談会」報告書（2008年7月） 19



ＡＩ・ロボットによる職業の代替可能性

○ 人工知能やロボット等による代替可能性が高い労働人口※（日本）の割合は49％との試算がある。
※高い確率（66％以上）でコンピュータにより代替できる職種の労働人口。49％は、「完全代替の技術的な可能性（いわば最大値）」とされている。

※ 出典：厚生労働省「労働政策審議会労働政策基本部会」（株式会社野村総合研究所 未来創発センター2030年研究室 上田恵陶奈氏発表資料） 20



○ 各市場の世界市場における日本企業のシェアをみると、ＩｏＴ市場の関連項目では拡大傾向が見られる一方、ＩＣＴ
市場の関連項目はいずれも縮小傾向が見られる。ＩｏＴ市場の関連項目では、日本企業は一定のシェアを得ている。

○ ＩＣＴ・ＩｏＴ市場における国・地域別企業ランキングにおいては、日本企業はスマートフォンなどの情報端末やクラ
ウドが含まれるＩＣＴ市場におけるスコアは６位であるが、スマートシティ、スマート工場といったＩｏＴ市場におけるス
コアでは３位であり、総合スコアも３位となっている。

出典：総務省「平成29年情報通信白書」

項目別のＩＣＴ・ＩｏＴ市場の市場シェア（2015年）
順位 国・地域 総合

スコア

ＩＣＴ市場 ＩｏＴ市場

１位 米国 ６０
１位 １位

５９ ６１

２位 中国 ５４
２位 ２位

５３ ５４

３位 日本 ５１
６位 ３位

４９ ５４

４位 韓国 ５０
４位 ４位

５０ ５１

５位 台湾 ５０
３位 ５位

５０ ５０

６位 独国 ４８
８位 ６位

４８ ４９

７位 オランダ ４８
７位 ７位

４８ ４９

８位 スウェーデン ４８
５位 ９位

４９ ４６

９位 仏国 ４６
１０位 ８位

４６ ４７

１０位 フィンランド ４６
９位 １０位

４７ ４４

ＩＣＴ・ＩｏＴ市場における国・地域別企業ランキング表

ＩＣＴ・ＩｏＴ市場の市場シェア比較
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○ ＩｏＴ機器は幾何級数的に増加しており、2016年時点でＩｏＴ機器の数は173億個と推定され、2021年までに
349億個まで倍増する見込み。そのうち約4割が消費者向け。

○ ＩｏＴ機器を狙った攻撃が増加しており、2016年時点で１年間で観測されたサイバー攻撃のパケット数は
1,281億パケットであり、そのうち3分の2がＩｏＴ機器を対象としている。

○ ＩｏＴ機器を踏み台にした大規模攻撃が発生。
・ 2016年10月21日米国のＤｙｎ社のＤＮＳサーバーに対し、大規模なＤＤｏＳ攻撃が2回発生し、同社からＤＮＳサービスの提供を受けていた

企業のサービスにアクセスしにくくなる等の障害が発生。
・ サイバー攻撃の元は、「Ｍｉｒａｉ」というマルウェアに感染した大量のＩｏＴ機器。
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2.4倍

ＩｏＴ機器を狙った
攻撃は約5.8倍

出典：ＩＨＳ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ

出典：情報通信審議会情報通信政策部会IoT新時代の未来づくり検討委員会（第1回）事務局提出資料

億

億

億

億

ＩｏＴ時代のサイバー攻撃の増加
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○ 世界の経済成長率は2010年をピークに低下傾向。中国経済の世界経済成長への寄与は３割近くに拡大。
○ 今後、世界経済に占める我が国の相対的なプレゼンスの低下が予想されている。（15%（1970年）→5%（2050年））
○ 近年、経常収支は黒字を継続。背景には、所得収支の拡大のほか。インバウンド拡大による旅行収支や特許

料などの知的財産権収支（ともにサービス収支の一部）の受取拡大などがある。

世界経済における日本

24

出典：経済産業省 産業構造審議会総会（2016月４年）資料

寄与度別にみた世界の実質経済成長率 世界の実質ＧＤＰ額推移（2000年ドルベース）

日本の経常収支の推移 日本の旅行・知的財産権収支の推移

（出所）財務省「国際収支状況」より作成。

出典：内閣府「世界経済の潮流」（2017年7月）
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○ 東京には東証一部上場企業の本社が集中。とくに外資系企業本社は東京圏に集中。
○ 外資系企業の地域統括拠点数では、シンガポールや香港などのアジアの都市に後れをとっている。

企業本社の東京への集中

出典：対日直接投資推進会議（第3回）会議資料 JETRO対日直接投資促進の取り組み

出典：国土交通省第1回大都市戦略検討委員会資料

出典：国土交通省第２回大都市戦略検討委員会資料

出典：内閣府地域の未来WG報告書参考資料

東証一部上場企業本社所在地 外資系企業本社所在地

外資系企業が日本でビジネスを行う上での阻害要因（2015 JETRO）



各国の研究開発の状況

世界の特許出願数の推移

○ 全世界における特許出願数は、1990年代半ばから年平均成長率5.2％で増加。（2015年：289万件）

○ 中国国内で出願数が大きく増加。日本や米国からの出願先としても、中国が増加。
○ 日本はバイオ・医療機器やバイオテクノロジー・医薬品の割合が低い。中国では情報通信技術分野が急増。

主要国からの特許出願数の推移

主要国におけるパテントファミリーの出願先

日本 米国

出典：文部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2017」

全世界の技術分野別パテントファミリー数割合の推移

日本 米国 中国

1981 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09 11 2012 1981 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09 11 2012 85 87 89  91  93  95  97  99  01  03  05  07  09  11  201226



○ 新興国を中心とした世界のインフラ需要は膨大。急速な都市化と経済成長により、市場拡大が見込まれる。
○ 都市基盤、産業基盤、それらを結ぶ交通基盤を含めた総合的な面的開発への我が国の経験を活かした案件

形成を含む積極的関与を推進することとされている。

インフラ輸出

27
出典：内閣官房 インフラシステム輸出戦略フォローアップ（2017年5月）、経済産業省「製造業を巡る現状と政策課題」（2017年3月）

インフラ輸出の実績 インフラ整備の効率的かつ効果的受注

世界のインフラ投資の需要予測
（2000-2030年）
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